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作用する確率論的ゆらぎモデルを誘導し，それを理論

的に解析することによって，長周期波高と短周期波浪

のスペクトルや波浪諸元との関係を見出すことを研究

の目的とする．

2. 確率論的ゆらぎモデルの構築

本研究では，長周期波の発生・発達のメカニズムを探

るために，まず図-1に示すような固有周期の非常に長い

振子に周期の短い不規則外力が作用する振動系を考える

ことにする．このような振動系の場合，振子の固有周期

をTL，不規則外力の代表周期あるいは代表時間をTsとす

ると，TL>>Tsなる関係が成立し，共鳴は勿論発生しない

が，不規則外力が振子の固有周期TLより十分長い時間あ

るいは無限時間作用し続けると，振子の振幅は小さいが，

ある有限な値を持って動くことは明らかである．ここで

重要なことは，代表時間の短い不規則外力が十分に長い

時間作用し続けることである．もし，不規則外力が有限

の時間しか作用しなければ，振動系の減衰のために振子

の振幅はやがて0となると推測される．
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1. 緒言

長周期波の特性を把握し，その波高を予測することは，

港湾における船舶の長周期動揺や波の遡上高さ等を予測

する上で極めて重要である（田端ら，1995；平石ら，

1997）．これまで，非線形拘束波による長周期波の発生

機構（Longuet-Higgins・Stewart, 1962；Tick, 1963）や砕

波点変動による自由長周期波の発生に関する研究

（Symondsら, 1982,1984）は精力的に行われ，それらの特

性に関しては，ほぼ明らかになってきている．また，合

田（1975）は現地観測データより，長周期波の波高予測

式を提案している．

しかしながら，渥美ら（1997）の長周期波の現地観測

結果によると，長周期波の波高は，短周期波浪の有義波

高と有義波周期の積に強い相関関係が見出されており，

長周期波の発生・増幅に短周期波浪が強く関っているこ

とを示唆している．また，波浪観測が行われている水深

が20mから40m程度の中水深域では，非線形拘束波の振

幅は十分に小さく，長周期波の大部分は自由長周期波と

呼ばれている成分が占めていることを考えると，未だそ

の自由長周期波の起源と発達機構については未解明な点

が多い．特に，渥美ら（1997）や青木（2002）によって

得られている長周期波高と短周期波浪諸元やスペクトル

との関係を明らかにする必要がある．

そこで本研究では，固有周期の非常に長い振子に代

表周期の短い不規則外力が作用する振動系とのアナロ

ジーにより，長周期波浪系に短周期波浪が外力として
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このような固有周期の非常に長い振子のアナロジー

は，短周期波浪と長周期波浪が共存する波浪場に適用可

能であると考えられる．すなわち，短周期波浪と長周期

波浪の共存場では，長周期波の自由表面において圧力は

ゲージ圧で0ではなく，短周期波が共存しているために，

常にその撹乱を受けている状態にある．

ここで，図-2に示すように長周期波と短周期波浪の共

存場における自由表面における境界条件について考える

ことにする．いま，長周期波の水位をz=ηr，短周期波浪

の水位を z=ηs，共存場の水位を z=ηr+ηsとすると，長周

期波の自由水面（z=ηr）上では，一般化されたベルヌー

イの式を用いて，1次のオーダまでとると

………………（1）

となる．ここに，ϕは速度ポテンシャル，Pは z=ηrでの

圧力を示し，下添字のrおよび sはそれぞれ長周期波成

分および短周期波浪成分の諸量であることを示す．共存

場の自由表面（z=ηr+ηs）では，厳密に圧力P=0となり，

…………（2）

なる関係が成立する．式（2）において，z=ηrの回りにTaylor

展開し，式（1）と比較することにより，次式が得られる．

……………………………（3）

すなわち，長周期波の自由表面では，1次のオーダで短

周期重力波による圧力の撹乱を受けており，圧力が常に

0とはならないことに注目すべきである．

ここで，短周期波浪の圧力撹乱の影響を考慮するため

に，まず長周期波の連続式および底面摩擦を考慮した運

動方程式を考えることにする．

…………………（4）

…………………………（5）

…………………………（6）

ここに，urおよびvrはxおよびy方向の長周期波の流速

成分，hは水深，βは線形化された底面摩擦項の比例係数
で，底面摩擦によるエネルギー逸散量が等しくなるよう

に係数βを決めると（例えば，Dingemans, 1997），

………………………………………（7）

となる．ここに，fwは摩擦係数，ubは底面流速振幅である．

式（4）の時間微分をとり，urおよびvrを消去すると，

…（8）

なる関係式を得る．ここで，長周期波自由表面における

圧力擾乱の影響を考慮し，その時間積分として有意な影

響を受けるものとし，短周期波浪による強制項を導入す

る．また，海底勾配は十分に小さいものと仮定し，水深

hの空間微分は無視できるものとする．

…（9）

ここに，αは比例係数である．ここで，長周期波および
短周期波浪の水位変動をFourie･Stieltjes積分を用いて，

………………………（10）

………………………（11）

と表し，式（9）に代入すると，

…（12）

を得る．ここに，x→は位置ベクトル，k
→
は波数ベクトル，

ωr
2=ghk2である．なお，式（9）および式（12）の右辺の

時間積分は，長周期波と短周期波浪の時間スケールの違

いを一致させるための操作とも解釈することができる．

式（12）の理論解は，初期条件をt=0でηr=0とすると，

…（13）

となる．上式において，ω1
2=ωr

2- β2である．ここで，簡

便のため，

………………………（14）

とおき，式（13）の共役数との期待値をとると，

…………………………（15）
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図-2 長周期波と短周期波浪の共存場の自由表面



と表せる．上式は非定常解も含まれているが，定常解を

とると，最終的に長周期波の二乗平均値は，

…………（16）

となる．ここに，Sw(f)は短周期波浪のスペクトル密度関

数，Kは比例係数，foは短周期波浪成分の最小周波数で，

一般に周期 20sあるいは 30sに相当する周波数であり，

0.05 Hzあるいは0.033 Hz程度の値が用いられる．

式（16）で表される長周期波の二乗平均値は，短周期

波浪のスペクトルのモーメントm-2で与えられることに

なるが，この量は波浪の諸元を用いて表現することが可

能である．

いま，短周期波浪のスペクトル密度関数の一般形が次

式のように表されるものとする．

……（17）

ここに，fpはピーク周波数，Tp=1/ fp, α1は比例係数，mお

よびnはある定数である．0次および -2次のスペクトル

モーメントを求めると，

……………………（18）

………………（19）

……………（20）

となる．ここに，Γ[ ]はガンマ関数である．式（18）か

ら式（20）より，0次モーメントmoは有義波高の2乗に

比例し，m-2/ moはピーク周期Tpの2乗に比例することに

なる．ゆえに，長周期波の二乗平均波高は，比例係数を

K1, K2として，

……（21）

で近似的に評価される．上式の関係は，正に渥美ら

（1997）や青木（2002）が現地観測で見出した関係式で

あり，本研究により初めて理論的裏付けが得られたこと

になる．

3. 自由長周期波高の比較

本研究の確率論的ゆらぎモデルの妥当性を検証するた

めに，NOWPHASの波浪データを用いて，長周期波と短

周期波浪諸元との関係を調べた．比較に用いたデータは，

直江津，金沢，輪島および福井の4波浪観測地点で，2008

年11月7～9日，12月17日～20日，12月30日～2009年1

月2日までの3期間である．これらの期間には，冬季風浪

が発達し，長周期波高および冬季風浪の有義波高や有義

波周期共に有意な変化を示していたので採用した．

図-3は，2008年12月30日から2009年1月2日までの福

井港における長周期波高と有義波高，有義波周期の変化を

示したものである．有義波高が4m程度にまで発達し，長

周期波高も30cm以上に達している．有義波周期は，5s程

度から10s程度にまで変化しているが，1月1日以降の周期

の変化はやや小さくなっている．長周期波高の変化は，有

義波周期よりも有義波高の変化傾向に類似している．

長周期波高と短周期波浪諸元との関係をもう少し詳し

く調べるために，長周期波高と短周期波浪の有義波高

H1/3，H1/3T1/3，H 2
1/3T1/3，およびH 2

1/3T
2
1/3との相関関係を

調べた．その結果を，表-1に示す．長周期波は，その周

期が30s以上，30s～60sおよび60s～300sの波高と比較し

ており，金沢および福井の結果を示している．何れの地

点においても，有義波高と有義波周期との積である

H1/3T1/3との相関係数が最も高く，0.92から0.96程度とな

っている．

金沢では，有義波高H1/3との相関も高く，いずれの周

期帯においても0.9以上の相関係数となっている．また，

福井では，H 2
1/3T

2
1/3との相関も高く，何れの周期帯にお
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図-3 長周期波高と有義波高，有義波周期の変化
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表-1 長周期波高と波浪緒元との相関係数



いても，0.92以上の相関係数を有している．しかしなが

ら，全体を通して最も相関が高いのは，理論的に予測さ

れたH1/3T1/3であり，最も直線性が高いと言うことができ

る．なお，それぞれの説明因子の相関が高いので，それ

を考慮した主成分分析および因子分析については，次節

で詳しく説明することにする．

図-4は，周期30s以上の長周期波の波高と短周期波浪

の有義波高と有義波周期との積H1/3T1/3との比較を行った

ものである．観測値にデータのばらつきが見られるが，

直線性はH1/3T1/3=40あたりまでかなり高いと言える．他

の周期帯においてもほぼ同様な関係が確認されている．

図-5は，同じく福井における長周期波の周期 60s～

300sの波高と短周期波浪の有義波高と有義波周期との関

係を示したものである．これらの図に見られるように，

長周期波高と波浪のH1/3T1/3との関係は1対1対応してい

ることが伺える．

このように，長周期波高は短周期波浪の有義波高と有

義波周期との積H1/3T1/3で表されるので，長周期波高の予

測が可能である．図-6は，福井港，金沢港および直江津

港における長周期波高の予測を行った結果である．実線

が観測された有義波高および有義波周期を用いて予測し

たもの，●印は周期30s以上の長周期波の観測値を示し

ている．3地点共に予測値はよく一致しており，非線形

拘束波の影響が殆ど無視できる20m～40m程度の中水深

域では，かなり有効な予測法であると言える．
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図-4 長周期波高HLとH1/3T1/3との関係（金沢）

図-6 長周期波の実測値と予測値との比較

図-5 長周期波高HLとH1/3T1/3との関係（福井）



4. 主成分分析および因子分析による結果

本モデルにより得られた結果の妥当性を更に検討する

ために，長周期波高と短周期波浪緒元を用いて，主成分

分析および因子分析を行った．用いた波浪諸元は，相関

係数を算定したものと同じく，H1/3，H1/3T1/3，H 2
1/3T1/3，

およびH 2
1/3T

2
1/3である．まず，主成分分析を行い第1主

成分および第2主成分の寄与率を調べた．その結果，第1

主成分の寄与率が何れの地点においても 75％以上であ

り，金沢（79.3％），福井（82.9％），直江津（77.0％）

および輪島（75.1％）であった．すなわち，第1主成分

が大部分（8割程度）を占めており，この主成分を用い

て因子分析を行った（柳井・高木，1995）．

表-2は，第1主成分に対して因子分析を行った結果で，

波浪諸元と因子負荷量を示している．因子負荷量に符号

が付いているが，その絶対値の大きさが因子に対する負

荷量を表している．この表より，本研究で理論的に予測

されたように，短周期波浪の有義波高と有義波周期との

積H1/3T1/3の因子負荷量が一番大きく，最も有効であるこ

とを示している．このように，説明変数との間に高い相

関がある場合に，何れが本当の起源因子であるかを判断

するのに，主成分分析と因子分析を併用することは有効

な一つの手段であると考えられる．

5. 結論

本研究では，固有周期の非常に長い振子とのアナロジ

ーにより，短周期波浪による長周期波の発生・発達モデ

ルを考案し，解析解を得ると共に現地波浪データとの比

較も行った結果，以下の事柄が明らかとなった．

（1）短周期波の存在により，表面圧力場が撹乱を受けて

長周期波が発生・発達する確率論的モデルを開発し

た．その結果，長周期波高と短周期波浪のスペクトル

モーメントの関係が得られ，m-2= mom-2/moなる関係を

用いると，長周期波高は短周期波浪の有義波高H1/3と

Tpとの積で表されることが示された．

（2）本モデルで得られた有義波高とピーク周期Tpおよ

び有義波周期T1/3を用いた関係式は，従来より経験的

に用いられており，長周期波高と相関が高いことが

示されていたが，本研究でその理論的根拠が与えら

れた．

（3）本研究の確率論的ゆらぎモデルの妥当性を検証す

るために，NOWPHASの波浪データを用いて，長周

期波高の予測精度を調べた．その結果，いずれの観

測地点においても，十分な精度で予測できているこ

とが分った．

（4）長周期波高と波浪緒元を用いて，主成分分析および

因子分析を行った結果，第1主成分は，寄与率75％以

上であった．さらに，その主成分と4つの波浪緒元を

用いて，因子負荷量を求めたところ，本研究で予測さ

れたH1/3T1/3は因子負荷量の絶対値が最も大きいことが

示され，相関係数以外の観点からも本研究で得られた

結果の妥当性が検証された．

なお本研究は，平成20年度科学研究費基盤研究Cの補

助を受けたことを付記し，感謝いたします．また，現地

波浪データに関しては，NOWPHASのデータを使用させ

て戴いた．ここに記して，関係各位に感謝いたします．
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金　沢

H1/3

H1/3T1/3

H2
1/3T1/3

H2
1/3T

2
1/3

直江津

H1/3

H1/3T1/3

H2
1/3T1/3

H2
1/3T

2
1/3

因子負荷量

0.2814

0.5014

0.2654

-0.1136

因子負荷量

0.4095

0.4653

0.1066

-0.2465

福　井

H1/3

H1/3T1/3

H2
1/3T1/3

H2
1/3T

2
1/3

輪　島

H1/3

H1/3T1/3

H2
1/3T1/3

H2
1/3T

2
1/3

因子負荷量

0.3102

0.4863

0.2486

-0.1155

因子負荷量

0.3311

0.4899

0.1989

-0.1906

表-2 波浪諸元と因子負荷量


